
業務区分表（建築基準法第5条の4：建築士法第3条・第3条の2・第3条の3）
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注　２．延面積が50㎡を超える建築物で、延面積の１/2以上を居住の用に供するものは建築士の資格が必要。
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注　１． 増築、改築、大規模の修繕、大規模の模様替えをする場合は、当該部分を新築するものとみなす。
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　　　　　ただし、1級建築士、2級建築士、木造建築士又は、行政書士は代理業務を行うことができる。

一級建築士、二級建築士軒高9

　　 確認申請書は、建築主が提出しなければならない。（建築基準法第6条第1項）


